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I.はじめに

医療技術の進歩や教育,福祉制度の整備など様々な要因により,知的障害者の寿命は着

実にのびている｡ 海外では,知的障害者の加齢に伴う能力変化について,医療,福祉,心

理など多様な領域から研究が盛んに取 り組まれてきた｡我が国においては,1980年代頃よ

り知的障害者の高齢化が指摘 (日本社会事業大学,1986;横井,1987)され,地域生活支援

やQOLの向上なども視野に入れた対応の整備が求められきた (例えば,石渡,2000)｡そ

の一方,加齢に伴う能力低下や肥満などの健康面に関する新たな課題も示され,知的障害

者の加齢にともなう能力低下の実態などが報告 (菅野,1997;知的障害福祉連盟,2004)さ

れてきている｡ そして,こうした高齢知的障害者の能力低下の実態が明らかになるにつれ

て,充実した成人期,壮年期を過ごすための具体的な対応方法を模索 していく必要性が主

張されるようになってきた｡

なかでも,ダウン症者は我が国においても他の知的障害者に比べて早期から老化現象が

数多 く示されている｡ また,アルツハイマー病との関連が指摘され (木戸 ･高嶋,1992;St

George-Hyslopeta1.,1987),様々な研究が取 り組まれている｡ その一方,自閉症者は

ダウン症者や知的障害者とは異なり,加齢にともなう顕著な能力低下はそれほど認められ

ないことも示されている (知的障害福祉連盟,2004)｡したがって,障害種別によって,

能力低下の実態は異なっており,障害種別に支援のあり方を検討していく必要性があると

考えられる｡

海外では,発達障害者の加齢にともなう能力変化の研究に加えて,能力維持 ･改善や健

康管理を目指 した体系的な教育プログラムが報告 (Markseta1.,2006)されてきている｡

先駆的な取 り組みとして,イリノイ大学では,主にエクササイズと栄養健康教育カリキュ

ラムの開発と実践が行われ,既に一定の成果が示されている｡

しかし,わが国では知的障害関係施設において利用者の機能維持や健康管理などをどの

ようにして取 り組んでいるのか,その実態が明らかになっているとは言い難い｡なかでも,

人的資源や環境資源に制限のある維島 ･-き地の知的障害関係施設における支援の状況に

ついてはこれまでほとんどその実態すら取 り上げられておらず,現状や課題について明ら

かになっていない｡知的障害関係施設における取 り組みは,人的資源,情報,設備 ･環境
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面など地域環境 ･地域資源の影響を受けている可能性もあると推測される｡ したがって,

知的障害関係施設における支援状況を検討する場合には,地域性をも考慮 しておくことが

大切になると考えられる｡

そこで,本研究では主に離島 ･へき地の知的障害関係施設を対象として,アンケー ト調

査により,利用者の機能維持や健康管理を目指した取 り組みへの意識と状況について明ら

かにすることを目的とする｡

Ⅱ.方 法

1.アンケー ト調査対象

主に離島 ･へき地の知的障害者適所更生施設,知的障害者適所授産施設,知的障害者

更生施設,知的障害者授産施設,合計50施設を対象とした｡記入は,その施設で活動や

支援などに熟知している職員1名に依頼 した｡31施設から回収できた (回収率62.0%)｡

アンケー ト調査への記入は,施設の職員1名に依頼を行った｡分析は,回収できた全

ての施設について実施 した｡

2.調査内容

アンケー ト調査の内容は,先行研究 (Markseta1.,2006;知的障害福祉連盟,2004)

を参考にしつつ,調査施設の概要,能力推拝や健康管理に関する項目を作成した｡調査

施設の概要では,所属している人数,日常生活や作業能力が低下している人の有無につ

いて調査 した｡能力維持については,運動能力,言語 ･コミュニケーション能力を取 り

上げ,健康管理については肥満,健康管理という項目を調査 した｡これら能力維持と健

康管理の項目に関する支援の必要性について,支援を必要だと思う,思わない,どちら

とも言えないの3件法で検討 した｡次に,能力維持と健康管理を行っているかどうか支

援の状況について,行っているか,行っていないか,2件法で尋ねた｡そして,行って

いる施設では支援の具体的内容について自由記述で解答を求めた｡行っていない施設に

対しては,今後,支援を行う予定があるか,ないか2件法で尋ねた｡また,ダウン症者

や自閉症者への配慮事項についてもあるか,ないか2件法で尋ねた｡ そして,ある場合

には,具体的な内容について自由記述にて調査 した｡

3.分析方法

質問項目に対して,2件法あるいは3件法による回答を求めた場合は,直接確率法あ

るいはx2検定を実施した｡

Ⅲ.結果と考察

1.調査施設の概要

所属 している平均人数は,男性31.2人 (標準偏差 ;16.5)で女性21.5人 (標準偏差 ;

10.8)であった｡以前に比べて日常生活や作業能力が低下している人がいる施設は1施

設でいない施設が30施設であった｡直接確率法の結果,能力低下をしている人数の方が

していない人数よりも,有意に多かった (両側検定 :p-0.00,p<.01)｡ したがって,離

島 ･-き地における施設では,能力低下をしている対象者は,それほど多くないと考え

られる｡ この結果は,能力の低下をしている対象者の方が多かった全国調査の結果 (小

島,2007)とは異なっている｡ 東日本の知的障害者適所授産施設における研究 (小島ら,
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2003)では,作業能力の低下や退行現象が認められる利用者のいる施設の割合は,44.6

%と報告をされていた｡今回の調査では,離島 ･へき地の知的障害者適所更生施設,知

的障害者適所授産施設,知的障害者更生施設,知的障害者授産施設に配布 したが,他の

先行研究などとの比較から,地域性 と4つの施設ごとに能力の低下が認められる対象者

の割合に違いが生じる可能性もあると推測される｡ 海外の研究では,屠住別に様々な研

究が取 り組まれており,今後は地域性や対象施設との関係から分析をし,能力低下の割

合に違いが認められる背景について,詳細に検討をしていく必要があると考えられる｡

2.機能維持及び健康管理に関する取り組み状況

(D 運動能力

運動能力の維持を目指した支援の必要性について検討LLたところ,表 1の通 りであっ

た｡該当0の項目が含まれているため,統計学的検討は実施 しないが,｢思う｣が,

｢思わない｣,｢どちらとも言えないJに比べて多かった｡また,運動能力の羅持を目

的とした支援の状況について検討 したところ,表 2の通 りであった｡直接確率法の結

果,有意に行っている施設の方が行っていない施設よりも多かった (両側検定 :p-

0.00,p<.OD ｡ したがって,多 くの知的障害関係施設が運動能力の維持を目的とした

支援の必要性を感 じ,実際に取 り組んでいると言えよう｡

表 1 職員の能力維持,肥満防止,健康管理の必要性に対する意識

思う 思わない どちらとも言えない

運動能力 28 0
言語 ･コミュニケーション能力 26 2

肥満の防止 29

健康管理 25

3

1

2

表 2 支援の状況

行っている 行っていない

運動能力 23

言語 ･コミュニケーション能力 14

肥満の防止

健康管理

7

3

2

2

5

16

2

5

運動能力の維持を目指した支援を行っている施設の具体的内容について分析をした

ところ,｢散歩｣,｢歩行支援｣が多くの施設で実施されていた｡また,体操やス トレッ

チなども認められていた｡障害の程度などによって,支援内容を変えている施設もあっ

た｡こうした取 り組み状況については,全国調査の結果 (小島,2007)と類似 してい

た｡イリノイ大学のエクササイズのプログラム (Ma‡,kseta1.,2006)では,最初の

段階に体重管理,健康的な骨,適切な姿勢,よりエネルギーを消費すること,楽しむ

ことなどをあげている｡イリノイ大学のプログラムでは,体系的な内容が組まれてい

るが,そのなかには専門的な機器を必要とするものもある｡ 限られた資源では,なか
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なか難しい面もあろうかと思われるが,音楽を流 して,エクササイズを行うような取

り組みから試みていく必要があろう｡

② 言語 ･コミュニケーション能力

言語 ･コミュニケーション能力の碓拝を目的とした支援の必要性について検討 した

ところ,表 1の通 りであった｡x2検定の結果,有意であった (x 2(2)-35.68,p<.01)｡

分析の結果,｢思う｣人数は ｢思わない｣,｢どちらとも言えない｣に比べて多かった｡

また,言語 ･コミュニケーションの支援の状況について検討したところ,表 2の通り

であった｡直接確率法の結果,有意でなかった｡つまり,言語 ･コミュニケーション

能力の取 り組みについては,行っている施設と行っていない施設の数に違いはなく,

施設の取 り組み状況が分かれている状況と言えよう｡ 言語 ･コミュニケーション能力

の維持を目的とした取 り組みの必要性を認識しているものの,実際には充分な支援が

できていないと考えられる｡

行っている施設の具体的内容について分析をしたところ,特別な言語 ･コミュニケー

ション支援を展開しているということではなく,個別対応をしているという内容が多

かった｡具体的な対応上の工夫としては,視覚的手がかりやジェスチャーを効果的に

活用することや補聴器の活用などが報告されていた｡これらは,全国調査の結果 (小

良,2007)と類似 しているが,STなどの専門家による支援については,全国調査の

結果と比較すると極めて少なかった｡また,全国調査で報告 (小島,2007)されてい

た民間の外部機関に通うなどは報告されていなかった｡こうした専門機関などとの連

携については,地域資源の影響を受けやすく,離島などの施設では難しい状況にある

と考えられる｡言語 ･コミュニケーションについては,取 り組みを行っている施設が

多いわけではなく,日常的なかかわり以外にどのような専門的な取 り組みを行ってい

くのか,今後検討すべき課題といえよう｡

③ 肥満の防止

肥満の防止の必要性について検討 したところ,表 1の通 りであった｡ ∬ 2検定の結

莱,有意であった (x 2(2)-50.58,p<.01)｡ 分析の結果,必要だと ｢思う｣施設は,

｢思わない｣,｢どちらとも言えない｣よりも多かった｡肥満の防止について支援状況

を検討 したところ,表 2の通りであった｡直接確率法の結果,有意であった (両側検

定 :p-0.00,p<.01)｡ 肥満の防止については,多 くの知的障害関係施設で必要だと考

え,実際に取 り組んでいると考えられる｡

行っている施設の具体的内容について分析 したところ,食事制限,栄養指導がほと

んどであった｡具体的には,ご飯の量を決める,器を小さくするなどの工夫があった｡

そして,食事への対応と運動 (歩行など)を組み合わせて取 り組んでいくという回答

が多かった｡また,栄養士や看護士,医師などと連携をとって対応をしていくという

対応もあった｡こうした傾向は,全国調査の結果 (小島,2007)と類似 していた｡し

たがって,離島やへき地の施設においても,肥満防止について取 り組まれている内容

は類似 しており,医師や栄養士との連携から実施されている施設が多いと考えられる｡

④ 健康管理

所属している方自身が健康管理できるような支援の必要性について検討したところ,

表 1の通 りであった｡ ∬ 2検定を行った結果,有意であった (∬ 2(2)-42.67,p<.01)｡
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残差分析の結果,｢思う｣が,｢思わない｣,｢どちらとも言えない｣に比べて有意に多

かった｡また,支援の状況について検討をした結果は,表 2の通 りであった｡直接確

率法を行った結果,｢行っている｣施設は,｢行っていない｣施設に比べて有意に多かっ

た (両側検定 :p-0.00,p<.01)｡

行っている施設の具体的内容について分析 したところ,うがい,手荒い,歯磨き,

起床時の検温,睡眠時間の確保,血圧の測定,定期的な体重測定などが認められてい

た｡全国調査 (小島,2007)の一部の施設で報告されていた健康管理に関する学習会

の開催などは報告されていなかった｡したがって,離島などにおいては外部講師を招

賭 して健康管理を学習させるような対応は困難なのかもしれない｡中高齢知的障害者

の処遇及び生活実態に関する研究 (島田ら,2002)においても,配慮事項としては健

康面が68.6%で最も高かった｡島田ら (2002)の研究では,具体的内容として定期健

診,人間 ドッグ,運動指導などがあげられていた｡本研究では,利用者自身で健康管

理をできるような取 り組みの状況について行っており,体重管理や運動指導などは,

本人の動機づけも大切になろう｡ したがって,本人に対 して健康管理についての教育

を実施していくことも大切であると考えられる｡

3.ダウン症者及び自閉症者への配慮事項

ダウン症者への支援において,特に配慮をしている点の有無について尋ねた結果は,

表 3の通 りであった｡直接確率法による検討の結果,有意でなかった (両側検定 :p-

0.47)｡ 自閉症者への支援において,特に配慮 している点の有無について尋ねた結果は,

表3の通 りである｡ 直接確率法による検討の結果,有意でなかった (両側検定 :p-0.14)｡

表 3 支援を行う上で特に配慮 している点の有無

ある ない

ダウン症者

自閉症者

3
9

1
1

具体的内容については,ダウン症者への支援で配慮 している点は,こだわりや頑固さ

を認めるような配慮,本人のペースに合わせるといった回答が多かった｡加齢とともに,

ダウン症者は頑固になる傾向が認められるが,こうした行動上の問題に対 して,｢本人

のペースに合わせて無理をさせない｣といった対応をしているのが現状と考えられた｡

また,能力の低下が著 しくなった場合には,作業内容の変更も行われていることが明ら

かとなった｡

自閉症者-の支援で配慮 している点は,視覚的手がかり (写真や絵など)を効果的に

活用したり,一人で安心できる空間を確保するなどの配慮が行われていた｡また,ス ト

レス発散を目指 した支援などを取 り入れている施設もあった｡これらは,環境面に対す

る支援上の工夫と考えられよう｡ さらに,こだわりを生かした作業を取 り入れていると

いった工夫も報告されていた｡
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Ⅳ.まとめ

本研究では主に離島 ･- き地の知的障害関係施設を対象として,アンケー ト調査により,

利用者の機能維持や健康管理を目指 した取 り組みへの意識 と状況について検討 した｡その

結果,離島 ･へ き地において能力低下が生 じている対象者の割合は,全国調査などの先行

研究に比べると,低かった｡能力低下を生 じさせてている割合の違いの背景には,地域環

境の違いが影響 しているとも推測されるが,詳細については今後の検討課題といえようC

運動能力の維持に対する取 り組みは行われているものの,言語 ･コミュニケーション能力

に関する取 り組みは,それほど高 くなく,具体的な取 り組みを模索 している状況と推察さ

れる｡ 肥満の防止については,食事 と運動面での取 り組みが行われ,健康管理についても

施設の取 り組み状況は明らかになったが,本人自身で自らできるように支援を行っていく

ことが大切であると考えられた｡また,ダウン症者に対 しては本人のペースに合わせた対

応,自閉症者に対 しては視覚的な手がか りを用いた支援などが中心に行われていた｡こう

した施設での取 り組みについては,限られた地域資源によるため専門機関との連携におい

て課題があるものの,全国調査の結果と類似 している点も多かった｡
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